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f-GRANADA（グラナダ）金融機関経営比較分析 DB&ソフト

でーた ばんく きゅう

DataBank-Q

f-GRANADA（グラナダ） 金

融関経営財務比較分析データ
ベース＆ソフトは金融機関財務経
営情報を磁気媒体（Excel)で定
期的に配信するサービスです。

1. 短信・有報・IR・ディスクロ・協会当局発
表計数などをソースとして、弊社が磁気
媒体に入力しています

2. 金融機関が開示している財務情報の約
90％を網羅した本邦で類を見ない項目
数を誇り、2,089項目/銀行は中間期と
決算期対応。四半期は1,052項目

3. データ配信は、開示後3～4週間でお届
けしています。6回/年

データベースは時系列化しています

でーた ばんく

DataBank

でーた ばんく びーえすぴーえる

DataBank_BSPL

［f-GRANADA サービスコンテンツ ↓］ ［ご契約ユーザ ↓］

金融機関財務諸表：Excelデータベースシート

（金融機関開示忠実仕様）
▼ BS、PL、包括利益 ▼ 連結、単体

金融機関財務経営：Excelデータベースシート

（金融機関開示基準準拠）
▼ 短信 ▼ IR ▼ 有報 ▼ Disclo

四半期_金融機関財務経営：

Excelデータベースシート

（金融機関開示基準準拠）
▼ 短信 ▼ IR ▼ 有報

実績計数：中間期・決算期

実績計数：(6月)(9月)(12月)(3月）

でーた ばんく びす

DataBank-BIS

実績計数：中間期・決算期

バーゼルⅢ第三の柱
▼ 国際統一基準行 ▼ 国内基準行

年

年

実績計数：中間期・決算期 年

年

主要行(22)地銀(76)
Ⅱ地銀(42)信金(255)
信組(145) 信連(32)

FC・HD含む
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DataBank 金融機関財務経営DB

データ配信サービス要綱

サービス開始 2010年

配信Excel体系 業態別
• 主要行等
• 地銀
• Ⅱ地銀
• 信金
• 信組
• 信用農業協同組合連合会

配信時期

• 決算期3回
• 中間期3回

計6回/年

① 短信版
② 有報版（有価証券報告書およびIR会社
説明会情報）
③ Disclo版（ディスクロージャー掲載項
目）

掲載期間 6年（決算期・中間期）
• 金融機関により6年未満掲載はあります

10年（オプション）

掲載データ項目 2,089 項目/金融機関
• 非開示項目はあります

DataBank_BSPL BSPL

データ配信サービス要綱

サービス開始：2016年

配信Excel 業態別
• 主要行等
• 地銀
• Ⅱ地銀
• 信金
• 信組
• 信用農業協同組合連合会

配信時期

• 決算期2回
• 中間期2回

計4回/年

① 短信版
② Disclo版（ディスクロージャー掲載金融
機関項目）

掲載期間 6年
10年（オプション）

掲載データ項目 貸借対照表（連結･単体）
損益計算書（連結･単体）
包括利益計算書（連結）
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DataBank-Q  四半期

データ配信サービス要綱

サービス開始 2018年

配信Excel体系 業態別
（DataBank-Q)
• 主要行等
• 地銀
• Ⅱ地銀

（DataBank-Q_BSPL)
• 主要行等
• 地銀
• Ⅱ地銀

配信時期

4回/年

① 短信/Disclo合併版

掲載期間 6年（決算期・中間期）
• 金融機関により6年未満掲載はあります

掲載データ項目 （DataBank-Q)
1,052 項目/金融機関

（DataBank-Q_BSPL)
金融機関開示項目全掲載（捨て項目なし）

DataBank_BIS バーゼルⅢ第三の柱

データ配信サービス要綱

サービス開始：2016年

配信Excel 業態別
• 主要行等
• 地銀
• Ⅱ地銀
• 信金
• 信組
• 信用農業協同組合連合会

配信時期

• 決算期1回
• 中間期1回

計2回/年

① Disclo版

掲載期間 6年

掲載データ項目 （国際統一基準行）(国内基準行）
• リスクアセット・所要自己資本
• 延滞エクスポージャー
• IRRBB１：銀行勘定における金利リスク
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DataBank ご説明
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❷ 右方向へ掲載金融機関

DataBankシート構成(1/3)「年度」シート

❶ 1Excel(BOOK)に年度別にシート構成で6年度

❸ 縦方向に項目。情報元、単体連結、単位、項目名称

❺ ﾃﾞｰﾀは書式を指定ずみ
（%、円、千株・・）
❻「0」「-｣を区別化し記
帳（単位未満処理）

❹ ソースは「01短信」「02有報」「03ﾃﾞｨｽｸﾛ」「04IR」
「計算値」
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DataBankシート構成(2/3)「時系列5年」シート

❷ 時系列5年

❶「時系列5年シート」は「年度シート」5年分を並記したものです。「年度シート」と
データ互換関係を保ちます（システム対応）
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DataBankシート構成(3/3) 「前年前期差異」シート

❶ 6か月単位で3期間計数 ❷ 半期前と前年度差異

❸

❸ 半期比と前年比を同等としない指標は非掲載

❹

❺ 当年度(半期）の計数がない場合は差異を計
算するか、「-」とするかは項目単位で判断して
います。自動判定ではなく当社で人目判定 ❹ 半期比と前年比を同等となる指標は掲載
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DataBank_BSPL
ご説明
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DataBank_BSPLシート構成(1/2)「年度」シート

❸ 掲載項目は 1.(単体)貸借対照表 2.(単体）損益計算書
3.(連結）貸借対照表 4.(連結）損益計算書 5.(連結)包括利益計算書

❶ 掲載年度は基準年月を含んで6年度

❷ 右方向へ掲載金融機関



12

DataBank_BSPLシート構成(2/2) 「前年差異」シート

❸

❸

❷ 掲載項目は「年度シート」と同一

❸ 当年度または前年度が「ー」の場合、前年差異は「ー」としています

❶ 前年差異シートは標準で3年度。当ページは2年度になっています
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DataBank_Q四半期
ご説明
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DataBank_Q四半期シート構成(1/2)「四半期」シート

❶ DataBank_Q四半期 Bookは年度単位

❷ DataBank_Q四半期は、 前年度末(3月）第1四半期(6月）第2四半期(9月）
第3四半期(12月）第4四半期(3月）の5シート構成で四半期情報を掲載しています
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DataBank_Q四半期シート構成(2/2) 「時系列四半期」シート

❶ 「時系列四半期シート」 は、 前年度末(3月）第1四半期(6月）第2四半期(9月）
第3四半期(12月）第4四半期(3月）の5期間並列掲載しています
❷ 四半期情報は、短信と有報を元に収集しました。これら情報は連結が主体となっています

掲載項目は、DataBankに連結情報を加えています
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掲載データ一覧
DataBank   DataBank_BSPL

DataBank_Q DataBank_BIS
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掲載項目(1/7)❖ DataBank_(主要行/地銀/Ⅱ地銀）

行＃ 行＃ 行＃

●　その他

6 ●　業績と予想 468 ● 企業の概況 1,550 ▼　格付け

7 470 １．業種別貸出金の状況 1,552 ▼　金利

8 １．連結経営成績と財務状況 472 ▼ 業種別貸出金 1,562 ▼　株主還元

10 ▼　連結経営成績 500 ▼ 業種別貸出金の構成 ％ 1,570 ▼　コスト率(コア業務純益ROA相関)

18 ▼　連結財政状況 528 ▼　業種別貸出状況(リスク管理債権) 1,590 ▼　預金等原価＋信用コストを賄うライン

23 ２．配当の状況 556 ▼ 業種別リスク管理債権の構成 ％ 1,611 ▼　預金等原価＋信用コスト+株式配当を賄うライン

32 ３．通期の連結業績予想 584 ▼　業種別貸出状況(リスク管理債権比率) 1,624 ▼　純資産の部

39 ▼　発行済株式数(普通株式数) 613 ２．有価証券の評価損益 1,625 ●　自己資本の充実=国内国際分別掲載＝

44 ４．個別経営成績と財務状況 729 ３．役務収支 1,626 ▼　自己資本比率(国際統一基準)

46 ▼　個別経営成績 757 ● 株式等の状況 1,637 【連結】

51 ▼　個別財政状況 759 ▼　大株主の状況 1,648 【単体】
55 ▼　個別の業績予想(通期) 778 ▼　株主の構成 1,649 ▼　自己資本比率(国内基準)

62 ●　決算の概況 787 ● 退職給付債務残高など 1,656 【連結】

64 ▼　損益状況：正負符号は利益に対する向きを表しています 789 ▼　退職給付債務残高等201403仕様 1,663 【単体】

149 ▼　与信費用：正負符号は利益に対する向きを表しています 790 【単体】退職給付債務残高等 ● 預け金

168 ▼　包括利益計算書(連結) 804 【連結】退職給付債務残高等 1,670 ● 営業経費の内訳

183 ▼　利鞘・利回り 820 ▼　年金資産の分類201403仕様 1,699 ● 当該会計年度中に売却したその他有価証券

184 (全店) 827 ▼　退職給付債務などの計算の基礎201403仕様 1,751 ● 市場運用関係利回り≪平残仕様≫

200 (国内業務部門) 835 ●　金融商品の時価 （以下、2020.8追加）

216 ▼　一人あたり業務純益 957 ●　監査法人報酬＝中間期は非エントリー 1,940 ▼ 業務純益(投資信託解約損益考慮）

223 ▼　OHR 968 ●　デュレーション 1,948 ▼ 有価証券(投資信託解約損益考慮）

226 ▼　ROE 1,966 ▼ 投資信託解約損益の依存度

232 ▼　ROA 行＃

238 ▼　信用コスト控除後コアROA 983 ● 営業の概況(単体)

245 ▼　預金等経費率 984 1976 1. 基準月実績

250 ▼　スプレッド収益 985 １．部門別損益の内訳(業務粗利益、業務純益、経常利益) 1977 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

260 ▼　有価証券関係損益 987 全店合計 1990 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

275 ▼　リスク管理債権 1,011 国内部門 2001 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

287 ▼　貸倒引当金 1,027 国際部門 2014 2. 前年比：12mo_Ago

295 ▼　金融再生法開示債権 1,044 ２．資金利益：平均残高・利息・利回り 2015 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

315 ▼　中小企業等貸出金(国内) 1,046 (全店) 2028 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

328 ▼　貸出金の採算 1,068 (国内) 2039 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

337 ▼　国内貸出金の構成 1,091 (国際) 2052 3. 前期比：6mo_Ago

353 ▼　預金債券貸出金有価証券の残高 1,114 (相殺勘定) 2053 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

369 ▼　預貸率・預証率 1,123 ３.利鞘 2066 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

374 ▼　預り資産「残高」「販売額」「収益額」 1,141 ● 銀行業務の概況(単体) 2077 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

402 ▼　預金者別残高 1,143 １．預金の状況

416 ▼　従業員数 1,145 ▼　預金科目別残高(平均残高) 2089 (最終行）

421 ▼　店舗数 1,155 ▼　1人当たり１店舗当たり預金残高

431 ●　自己資本比率(バーゼルⅢ) 1,158 ▼　残存期間別残高(預金) 1,251 ３．有価証券の状況

433 ▼　区分・手法 1,191 ２．貸出金の状況 1,253 ▼　有価証券残高

437 ▼　自己資本比率(連結) 1,193 ▼　貸出金科目別平均残高 1,271 ▼　有価証券平均残高

448 ▼　自己資本比率(単体) 1,200 ▼　1人当たり１店舗当たり貸出金残高 1,289 ▼　変動利付債等

1,203 ▼　残存期間別残高(貸出金) 1,296 ▼　残存期間別残高(有価証券)

1,230 ▼　貸出金担保 1,367 ▼　有価証券総合損益

有価証券時価の分解（単体）
③ Disclo開示情報 ↓↓

① 短信開示情報 ↓↓ ② IR&有報開示情報 ↓↓ ④ その他

※ 大項目で記載しています。小項目は、WEBページのsampleデータで確認できます

http://www.symphonys.co.jp/Granada_DL_Demo.htm



18

掲載項目(2/7)❖ DataBank_BSPL _(主要行/地銀/Ⅱ地銀） (1/2)

6 １．貸借対照表 222 ２．損益計算書
7 資産の部 66 有形固定資産 132 その他負債 223 経常収益 265 経常費用 307 その他経常費用

8 現金預け金 67 建物 133 未決済為替借 224 資金運用収益 266 資金調達費用 308 貸倒引当金繰入額

9 現金 68 土地 134 未払法人税等 225 貸出金利息 267 預金利息 309 貸出金償却

10 預け金 69 リース資産 135 未払費用 226 有価証券利息配当金 268 給付補填備金繰入額 310 株式等売却損

11 コールローン 70 建設仮勘定 136 金融派生商品 227 コールローン利息 269 譲渡性預金利息 311 株式等償却

12 買現先勘定 71 ATM 137 金融商品等受入担保金 228 買現先利息 270 債券利息 312 金銭の信託運用損

13 債券貸借取引支払保証金 72 その他の有形固定資産 138 リース債務 229 債券貸借取引受入利息 271 コールマネー利息 313 株式関連金融派生商品費用

14 買入手形 73 無形固定資産 139 資産除去債務 230 買入手形利息 272 売現先利息 314 債権売却損

15 買入金銭債権 74 ソフトウエア 140 その他の負債　※１ 231 預け金利息 273 債券貸借取引支払利息 315 貸出金売却損

16 特定取引資産 75 のれん 141 （以下、個別行明細） 232 金利スワップ受入利息 274 売渡手形利息 316 退職給付費用

17 商品有価証券 76 リース資産 159 （その他の負債） 233 その他の受入利息 275 コマーシャル・ペーパー利息 317 その他資産償却

18 商品有価証券派生商品 77 ソフトウエア仮勘定 160 234 信託報酬 276 借用金利息 318 投資損失引当金繰入額

19 特定取引有価証券 78 その他の無形固定資産 161 引当金 235 役務取引等収益 277 短期社債利息 319 偶発損失引当金繰入額

20 特定取引有価証券派生商品 79 債券繰延資産 162 賞与引当金 236 受入為替手数料 278 社債利息 320 睡眠預金払戻損失引当金繰入額

21 特定金融派生商品 80 債券発行費用 163 役員賞与引当金 237 ATM受入手数料 279 新株予約権付社債利息 321 ポイント引当金繰入額

22 その他の特定取引資産 81 前払年金費用 164 退職給付引当金 238 その他の役務収益 280 金利スワップ支払利息 322 合併負担支援金

23 商品有価証券 82 繰延税金資産 165 役員退職慰労引当金 239 特定取引収益 281 その他の支払利息 323 その他の経常費用

24 商品国債 83 再評価に係る繰延税金資産 166 睡眠預金払戻損失引当金 240 商品有価証券収益 282 役務取引等費用 324 経常利益

25 商品地方債 84 支払承諾見返 167 偶発損失引当金 241 特定取引有価証券収益 283 支払為替手数料 325 特別利益

26 その他の商品有価証券 85 貸倒引当金 168 ポイント引当金 242 特定金融派生商品収益 284 ATM設置支払手数料 326 固定資産処分益

27 金銭の信託 86 うち個別貸倒引当金 169 特別法上の引当金 243 その他の特定取引収益 285 ATM支払手数料 327 その他の特別利益　※４

28 有価証券 87 その他の引当金 170 金融先物取引責任準備金 244 その他業務収益 286 その他の役務費用 328 （以下、個別行明細）

29 国債 88 投資損失引当金B 171 証券取引責任準備金 245 外国為替売買益 287 特定取引費用 332 （その他の特別利益）

30 地方債 89 資産の部合計 172 金融商品取引責任準備金 246 商品有価証券売買益 288 商品有価証券費用 333

31 短期社債 173 その他の引当金　※２ 247 国債等債券売却益 289 特定取引有価証券費用 334 特別損失

32 社債 90 負債の部 174 （以下、個別行明細） 248 国債等債券償還益 290 特定金融派生商品費用 335 固定資産処分損

33 株式 91 預金 180 （その他の引当金） 249 金融派生商品収益 291 その他の特定取引費用 336 減損損失

34 その他の証券 92 当座預金 181 250 特殊証券等関係費補てん金 292 その他業務費用 337 その他の特別損失　※５

35 投資損失引当金A 93 普通預金 182 繰延税金負債 251 その他の業務収益 293 外国為替売買損 338 （以下、個別行明細）

36 貸出金 94 貯蓄預金 183 再評価に係る繰延税金負債 252 その他経常収益 294 商品有価証券売買損 342 （その他の特別損失）

37 割引手形 95 通知預金 184 負ののれん 253 貸倒引当金戻入益 295 国債等債券売却損 343

38 手形貸付 96 別段預金 185 支払承諾 254 償却債権取立益 296 国債等債券償還損 344 税引前当期純利益

39 証書貸付 97 納税準備預金 186 負債の部合計 255 信託元本補填引当金戻入益 297 国債等債券償却 345 法人税、住民税及び事業税

40 当座貸越 98 定期預金 256 投資損失引当金戻入益 298 債券発行費用償却 346 過年度法人税等

41 代理貸付金 99 保証基金定期預金 187 純資産の部 257 オフバランス取引信用リスク引当金戻入益 299 社債発行費償却 347 過年度法人税等戻入額

42 金融機関貸付 100 定期積金 188 資本金 258 株式等売却益 300 株式交付費償却 348 法人税等還付税額

43 再預託金 101 その他の預金 189 普通出資金 259 株式関連金融派生商品収益 301 金融派生商品費用 349 法人税等調整額

44 外国為替 102 譲渡性預金 190 優先出資金 260 金銭の信託運用益 302 その他の業務費用 350 法人税等合計

45 外国他店預け 103 債券 191 危機対応準備金 261 睡眠預金払戻損失引当金取崩額 303 営業経費 351 当期純利益

46 外国他店貸 104 債券発行高 192 特定投資準備金 262 偶発損失引当金取崩額 304 人件費

47 買入外国為替 105 コールマネー 193 特定投資剰余金 263 買取債権回収益 305 物件費 351 （最終行）

48 取立外国為替 106 売現先勘定 194 資本剰余金 264 その他の経常収益 306 税金

49 その他資産 107 債券貸借取引受入担保金 195 資本準備金

50 未決済為替貸 108 売渡手形 196 その他資本剰余金

51 長期出資金 109 コマーシャル・ペーパー 197 利益剰余金

52 前払費用 110 特定取引負債 198 利益準備金

53 未収収益 111 売付商品債券 199 その他利益剰余金

54 先物取引差入証拠金 112 商品有価証券派生商品 200 目的別積立金 ※３

55 先物取引差金勘定 113 特定取引売付債券 201 （以下、個別行明細）

56 金融派生商品 114 特定取引有価証券派生商品 205 （その他の目的別積立金）

57 金融商品等差入担保金 115 特定金融派生商品 206

58 劣後受益権 116 借用金 207 別途積立金

59 社債発行費 117 再割引手形 208 特別積立金

60 宝くじ関係立替払金 118 当座借越 209 当期未処分剰余金

61 前払年金費用 119 借入金 210 繰越利益剰余金

62 有価証券未収金 120 短期借入金 211 自己株式

63 未収金 121 預託金 212 自己株式申込証拠金

64 ATM仮払金 122 外国為替 213 株主資本合計

65 その他の資産 123 外国他店預り 214 その他有価証券評価差額金

124 外国他店借 215 繰延ヘッジ損益

125 売渡外国為替 216 土地再評価差額金

126 未払外国為替 217 評価・換算差額等合計

127 短期社債 218 新株予約権

128 社債 219 純資産の部合計

129 新株予約権付社債 220 負債及び純資産の部合計

130 信託勘定借

131 受託金

単体



19

掲載項目(3/7)❖ DataBank_BSPL _(主要行/地銀/Ⅱ地銀）(2/2)

353 ３．連結貸借対照表
354 資産の部 395 負債の部 465 ４．連結損益計算書
355 現金預け金 396 預金 466 経常収益 526 営業経費

356 コールローン及び買入手形 397 譲渡性預金 467 資金運用収益 527 のれん償却額

357 買現先勘定 398 債券 468 貸出金利息 528 無形資産償却額

358 債券貸借取引支払保証金 399 コールマネー及び売渡手形 469 有価証券利息配当金 529 その他の営業経費

359 買入金銭債権 400 売現先勘定 470 コールローン利息及び買入手形利息 530 その他経常費用

360 特定取引資産 401 債券貸借取引受入担保金 471 買現先利息 531 貸倒引当金繰入額

361 商品有価証券 402 コマーシャル・ペーパー 472 債券貸借取引受入利息 532 貸出金償却

362 金銭の信託 403 特定取引負債 473 預け金利息 533 株式等売却損

363 有価証券 404 借用金 474 リース受入利息 534 株式等償却

364 投資損失引当金A 405 預託金 475 その他の受入利息 535 投資損失引当金繰入額

365 貸出金 406 外国為替 476 信託報酬 536 偶発損失引当金繰入額

366 再預託金 407 短期社債 477 役務取引等収益 537 睡眠預金払戻損失引当金繰入額

367 外国為替 408 社債 478 受入為替手数料 538 貸出金売却損

368 金融派生商品 409 新株予約権付社債 479 ATM受入手数料 539 その他の経常費用

369 劣後受益権 410 信託勘定借 480 その他の役務収益 540 経常利益

370 リース債権及びリース投資資産 411 金融派生商品 481 特定取引収益 541 特別利益

371 ATM仮払金 412 受託金 482 その他業務収益 542 固定資産処分益

372 その他資産 413 ATM仮受金 483 国債等債券売却益 543 その他の特別利益　※７

373 有形固定資産 414 その他負債 484 国債等債券償還益 544 （以下、個別行明細）

374 賃貸資産 415 引当金　 485 賃貸料収入 554 （その他の特別利益）

375 建物 416 賞与引当金 486 割賦売上高 555

376 土地 417 役員賞与引当金 487 その他の業務収益 556 特別損失

377 リース資産 418 退職給付引当金 488 その他経常収益 557 固定資産処分損

378 建設仮勘定 419 役員退職慰労引当金 489 貸倒引当金戻入益 558 減損損失

379 ATM 420 退職給付に係る負債 490 償却債権取立益 559 その他の特別損失　※８

380 その他の有形固定資産 421 その他の引当金　※６ 491 投資損失引当金戻入益 560 （以下、個別行明細）

381 無形固定資産 422 （以下、個別行明細） 492 オフバランス取引信用リスク引当金戻入益 570 （その他の特別損失）

382 ソフトウエア 434 （その他の引当金） 493 偶発損失引当金戻入益 571

383 のれん 435 494 株式等売却益 572 税金等調整前当期純利益

384 リース資産 436 繰延税金負債 495 持分法による投資利益 573 法人税、住民税及び事業税

385 無形資産 437 再評価に係る繰延税金負債 496 その他の経常収益 574 過年度法人税等

386 ソフトウエア仮勘定 438 負ののれん 497 経常費用 575 過年度法人税等戻入額

387 その他の無形固定資産 439 支払承諾 498 資金調達費用 576 法人税等還付税額

388 退職給付に係る資産 440 負債の部合計 499 預金利息 577 法人税等調整額

389 債券繰延資産 441 純資産の部 500 給付補填備金繰入額 578 法人税等合計

390 繰延税金資産 442 資本金 501 譲渡性預金利息 579 当期純利益

391 支払承諾見返 443 新株式申込証拠金 502 債券利息 580 非支配株主に帰属する当期純利益

392 貸倒引当金 444 危機対応準備金 503 コールマネー利息及び売渡手形利息 581 親会社株主に帰属する当期純利益

393 投資損失引当金B 445 特定投資準備金 504 売現先利息 582

394 資産の部合計 446 特定投資剰余金 505 債券貸借取引支払利息 583 ５．連結包括利益計算書
447 資本剰余金 506 コマーシャル・ペーパー利息 584 当期純利益

448 利益剰余金 507 借用金利息 585 その他の包括利益

449 自己株式 508 短期社債利息 586 その他有価証券評価差額金

450 自己株式申込証拠金 509 社債利息 587 繰延ヘッジ損益

451 処分未済持分 510 新株予約権付社債利息 588 土地再評価差額金

452 株主資本合計 511 金利スワップ支払利息 589 為替換算調整勘定

453 その他有価証券評価差額金 512 その他の支払利息 590 米国会計基準適用子会社における年金債務調整額

454 繰延ヘッジ損益 513 役務取引等費用 591 持分法適用会社に対する持分相当額

455 土地再評価差額金 514 支払為替手数料 592 持分変動差額

456 為替換算調整勘定 515 ATM設置支払手数料 593 退職給付に係る調整額

457 米国会計基準適用子会社における年金債務調整額 516 ATM支払手数料 594 その他
458 退職給付に係る調整累計額 517 その他の役務費用 595 包括利益

459 その他の包括利益累計額合計 518 特定取引費用 596 親会社株主に係る包括利益

460 新株予約権 519 その他業務費用 597 非支配株主に係る包括利益

461 非支配株主持分 520 国債等債券売却損

462 純資産の部合計 521 国債等債券償還損 597 （最終行）

463 負債及び純資産の部合計 522 国債等債券償却

523 賃貸原価

524 割賦原価

525 その他の業務費用

連結



20

掲載項目(4/7)❖ DataBank_Q四半期_(主要行/地銀/Ⅱ地銀）

※ 大項目で記載しています。小項目は、WEBページのsampleデータで確認できます

http://www.symphonys.co.jp/Granada_DL_Demo.htm

行＃ 行＃ 行＃
6 530 814

9 ●　業績と予想 815

11  ①－１．連結経営成績と財務状況
13 連結 ▼　連結経営成績 533 連結 ▼　リスク管理債権 819 1. 基準月実績

18 連結 ▼　連結財政状況 546 単体 ▼　金融再生法開示債権 820 連結 ▼ 有価証券取得時残高（連結）A
22 連結 ▼　配当の状況 554 単体 ▼　中小企業等貸出金（国内） 833 連結 ▼ その他有価証券評価差額（連結）B
29 連結 ▼　通期の連結業績予想 562 連結 ▼　業種別貸出状況 844 連結 ▼ 有価証券残高（連結）C=A+B
35 連結 ▼　業務粗利益（連結） 590 単体 ▼　預金者別残高 857 2. 前年比：12mo_Ago

51  ①－２．単体経営成績と財務状況 604 単体 ▼　預り資産残高 858 連結 ▼ 有価証券取得時残高（連結）A

53 単体 ▼　発行済株式数(普通株式数） 871 連結 ▼ その他有価証券評価差額（連結）B

57 単体 ▼　個別経営成績 615 882 連結 ▼ 有価証券残高（連結）C=A+B

62 単体 ▼　個別財政状況 616 ●　自己資本の充実=国内国際分別掲載＝ 895 3. 前四半期比：3mo_Ago
66 単体 ▼　個別の業績予想（通期） 618 ▼　自己資本比率(国際統一基準） 896 連結 ▼ 有価証券取得時残高（連結）A
72 単体 ▼　預金債券貸出金の残高 619 連結 連結 909 連結 ▼ その他有価証券評価差額（連結）B
79 単体 ▼　損益状況 630 単体 単体 920 連結 ▼ 有価証券残高（連結）C=A+B

159 単体 ▼　与信費用 641 連結 ▼　連結レバレッジ比率

178 単体 ▼　OHR 645 連結 ▼　連結流動性カバレッジ比率 934

649 ▼　自己資本比率(国内基準） 935

650 連結 連結

182 ●　有価証券 657 単体 単体 939 1. 基準月実績

184  ②－１．連結 664 940 単体 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

186 連結 ▼　有価証券残高（連結） 665 953 単体 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

203 連結 ▼　有価証券関係損益（連結） 667 連結 ▼ 連結当該会計年度中に売却したその他有価証券 964 単体 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

218 連結 ▼　有価証券の評価損益 719 単体 ▼ 単体当該会計年度中に売却したその他有価証券 977 2. 前年比：12mo_Ago

332 連結 ▼　有価証券総合損益 771 単体 ▼ 業務純益(投資信託解約損益考慮） 978 単体 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A
354 ●　デュレーション 779 単体 ▼ 有価証券(投資信託解約損益考慮） 991 単体 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B
355 - 全体 797 単体 ▼ 利鞘（国内部門） 1002 単体 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B
356 - 円貨債券 809 単体 ▼ 投資信託解約損益の依存度 1015 3. 前四半期比：3mo_Ago
357 - 外貨債券 1016 単体 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

359  ②－２．単体 1029 単体 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

361 単体 ▼　有価証券残高 1040 単体 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B
378 単体 ▼　有価証券関係損益
393 単体 ▼　有価証券の評価損益 1052 (最終行）
507 単体 ▼　有価証券総合損益

●　有価証券残高=有価証券取得時残高+その他
有価証券評価差額②　有価証券

追加　　201909

① 総合 ↓↓ ③　貸出金、預金 有価証券時価の分解（連結）
●　有価証券残高（C)=有価証券取得時残高(A)+
その他有価証券評価差額(B)

④　自己資本

有価証券時価の分解（単体）
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掲載項目(5/7)❖ DataBank_BIS第三の柱_(主要行/地銀/Ⅱ地銀）

※ 大項目で記載しています。小項目は、WEBページのsampleデータで確認できます

www.symphonys.co.jp/Granada_DL_Demo.htm

6 ▼ BIS概要 6 ▼ BIS概要 63 ▼ 所要自己資本～内部格付け手法

7 国内 国内基準・国際統一基準 7 国際 国内基準・国際統一基準 64 国際 〇リテール向け

8 国内 信用リスク計測手法 8 国際 信用リスク計測手法 65 国際 内部格付手法

9 国内 オペレーショナルリスク計測手法 9 国際 オペレーショナルリスク計測手法 84 国際 標準的手法

10 国内 マーケットリスク管理有無　● 10 国際 マーケットリスク管理有無　● 91 国際 CVAリスク相当額

11 国内 マーケットリスク計測手法 11 国際 マーケットリスク計測手法 92 国際 中央清算機関関連エクポージャー

12 国内 （標準的手法・内部格付手法） 12 国際 （標準的手法・内部格付手法） 93 国際 調整項目にかかる経過措置により算入されるもの

13 国内 13 94 国際 マーケットリスク

16 14 95 国際 オペレーショナルリスク

17 ▼ 所要自己資本～内部格付け手法 16 H27.1バーゼル銀行監視委員会「開示要件（第3の柱）の改定」 99 国際 総所要自己資本額

18 国内 信用リスク 17 ▼ ＯＶ１：リスク・アセットの概要（別紙様式第二号） 100

19 国内 内部格付手法が適用されるポートフォリオ 18 所要自己資本 103 国際 ▼ 所要自己資本～標準的手法

38 国内 標準的手法 19 国際 信用リスク 152

45 国内 CVAリスク相当額 25 国際 カウンタ-パーティ信用リスク 153 国際 ▼　延滞期間別のエクスポージャーの期末残高(第2条第4項第1号）

46 国内 中央清算機関関連エクポージャー 32 国際 マーケット・ベース方式に基づく株式等エクスポージャー 162

47 国内 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるもの等 33 国際 ルック・スルー方式 163 国際 ▼ 3か月以上延滞エクスポージャー

48 国内 マーケットリスク 34 国際 マンデート方式 226

49 国内 オペレーショナルリスク 35 国際 蓋然性方式（リスク・ウェイト 250％） 227 ▼　IRRBB１：銀行勘定における金利リスク(第2条第5項）

53 国内 総所要自己資本額 36 国際 蓋然性方式（リスク・ウェイト 400％） 228 国際 連結

56 37 国際 フォールバック方式（リスク・ウェイト 1250%） 248 国際 単体

57 国内 ▼ 所要自己資本～標準的手法 38 国際 複数の資産及び取引を裏付けとするエクスポージャー 270

39 国際 信用リスク・アセットのみなし計算が適用されるエクスポージャー 271 ▼　BIS第三の柱_バンキング勘定金利リスク

107 国内 ▼ 3か月以上延滞エクスポージャー 40 国際 未決済取引 282

41 国際 信用リスク・アセットの額の算出対象となっている証券エクポージャー 283 国際 ▼　連結レバレッジ比率

171 ▼　IRRBB１：銀行勘定における金利リスク(第2条第5項） 49 国際 マーケット・リスク 289

172 国内 連結 52 国際 オペレーショナル・リスク 290 国際 ▼　連結流動性カバレッジ比率

192 国内 単体 56 国際 特定項目のうち、調整項目に算入されない部分に係るエクスポージャー

214 57 国際 経過措置によりリスク・アセットの額に算入されるものの額 293 （最終行）

215 ▼　BIS第三の柱_バンキング勘定金利リスク 58 国際 フロア調整

59 国際 合計（スケーリングファクター適用後）

223 （最終行） 60

国際統一基準行国内基準行
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掲載項目(6/7)❖信金信組(1/2) ❶ DataBank ❷ DataBank_BIS _（信金信組）

❷ DataBank_BIS_信金＆信組

7 ■　経営指標 453 ■　自己資本比率(バーゼルⅢ) 6 ▼ BIS概要

22 ◇　利用配当金 454 ◇　区分・手法 14 ▼ 自己資本比率（連結）

25 ◇　従業員数・店舗数 458 ◇　自己資本比率(連結) 20 ▼ 自己資本比率（単体）

31 ◇　預貸率・預証率 469 ◇　自己資本比率(単体)

28 〇 所要自己資本
36 ■　業務粗利益及び業務粗利益率 480 ■　独立監査人の監査 30 ▼ 所要自己資本～内部格付け手法

51 ■　資金運用収支の内訳 485 ◇　残存期間別残高(有価証券) 70 ▼ 所要自己資本～標準的手法

76 ■　利益率 557 ◇　有価証券平均残高

82 ■　利鞘・利回り 574 ◇　預り資産 118 〇 信用リスクエクスポージャー期末残高
98 ◇　一人あたり業務純益 585 ◇　有価証券の評価損益 120 ▼ 信用リスクエクスポージャー期末残高

105 ◇　OHR 125 ▼ 信用リスクエクスポージャー期末残高構成　％

108 ◇　預金等経費率 699 ■ 退職給付債務残高など
712 ■　税効果会計 132 〇 延滞エクスポージャー

113 ■　決算の概況 713 ≪BS(単体)≫ 134 ▼ 3か月以上延滞エクスポージャー

114 ◇　損益状況：正負符号は利益に対する向きを表しています 718 ≪注記(単体)≫

182 ◇　与信費用：正負符号は利益に対する向きを表しています 169 〇 金利リスク
725 ■　その他 171 ▼　IRRBB１：銀行勘定における金利リスク(第2条第5項）

201 ■　預金の状況 726 ◇　格付け 172 連結

202 ◇　預金科目別残高 736 ◇　コスト率(業務純益ROA相関) 192 単体

210 ◇　固定変動その他の区分ごとの定期預金残高 744 ◇　預金等原価＋信用コストを賄うライン 215 ▼　BIS第三の柱_バンキング勘定金利リスク

215 ◇　預金者別残高 764 ◇ 営業経費の内訳

229 ◇　1人当たり１店舗あたり預金残高 793 ◇ 当該会計年度中に売却したその他有価証券 223 （最終行）

845 ◇ 市場運用関係利回り≪平残仕様≫

232 ■　貸出金の状況
233 ◇　貸出金科目別残高 915

240 ◇　固定金利及び変動金利の貸出金の残高 916 ● 取得原価∔その他有価証券評価差額 =有価証券残高

247 ◇　国内貸出金の構成 918 1. 基準月実績
261 ◇　1人当たり１店舗あたり貸金残高 919 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

264 ◇　貸出金担保 932 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

279 ◇ 業種別貸出金 943 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

311 ◇ 業種別貸出金の構成 ％ 956 2. 前年比：12M_Ago
343 ◇　貸倒引当金 957 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A

351 ◇　中小企業等貸出金(国内) 970 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B

361 ◇　リスク管理債権 981 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B

373 ◇　金融再生法開示債権 994

393 ◇　貸出金の採算 995

402 ◇　信用コスト控除後ROA 998 ▼ 業務純益の構成

1006 ▼ 有価証券利回り

409 ■　有価証券の状況 1014 ▼ 投資信託解約損益の依存度

410 ◇　有価証券残高

428 ◇　有価証券関係損益 1017 （最終行）

443 ◇　スプレッド収益

有価証券時価の分解（単体）

コア業務純益(除く投資信託解約損益）の分析

❶ DataBank_信金＆信組

※ 大項目で記載しています。小項目は、WEBページのsampleデータで確認できます

www.symphonys.co.jp/Granada_DL_Demo.htm
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掲載項目(6/7)❖信金信組(2/2) DataBank_BSPL_(信金信組)

6 １．貸借対照表 219 ２．損益計算書
7 資産の部 78 債券繰延資産 151 賞与引当金 220 経常収益 256 経常費用 308 経常利益

8 現金預け金 79 債券発行費用 152 役員賞与引当金 221 資金運用収益 257 資金調達費用 309 特別利益

9 現金 80 前払年金費用 153 退職給付引当金 222 貸出金利息 258 預金利息 310 固定資産処分益

10 預け金 81 繰延税金資産 154 役員退職慰労引当金 223 預け金利息 259 給付補填備金繰入額 311 負ののれん発生益

11 コールローン 82 再評価に係る繰延税金資産 155 睡眠預金払戻損失引当金 224 コールローン利息 260 譲渡性預金利息 312 偶発損失引当金戻入益

12 買現先勘定 83 債務保証見返 156 預金払戻損失引当金 225 有価証券利息配当金 261 借用金利息 313 退職給付制度改定益

13 債券貸借取引支払保証金 84 貸倒引当金 157 偶発損失引当金 226 買現先利息 262 コールマネー利息 314 収用補償金

14 買入手形 85 うち個別貸倒引当金 158 ポイント引当金 227 債券貸借取引受入利息 263 債券貸借取引支払利息 315 補償金収入

15 買入金銭債権 86 その他の引当金 159 懸賞金支払引当金 228 買入手形利息 264 金利スワップ支払利息 316 子会社清算益

16 商品有価証券 87 投資損失引当金B 160 債務保証損失引当金 229 金利スワップ受入利息 265 債券利息 317 資産除去債務取崩益

17 商品国債 88 資産の部合計 161 その他の偶発損失引当金 230 その他の受入利息 266 売現先利息 318

18 商品地方債 89 負債の部 162 特定債務者支援引当金 231 信託報酬 267 売渡手形利息 319 その他の特別利益

19 その他の商品有価証券 90 預金積金 163 子会社等支援損失引当金 232 役務取引等収益 268 コマーシャル・ペーパー利息 320 特別損失

20 金銭の信託 91 当座預金 164 責任共有制度損失引当金 233 受入為替手数料 269 短期社債利息 321 固定資産処分損

21 有価証券 92 普通預金 165 環境対策引当金 234 その他の役務収益 270 社債利息 322 減損損失

22 国債 93 貯蓄預金 166 固定資産解体費用引当金 235 その他業務収益 271 新株予約権付社債利息 323 環境対策引当金繰入額

23 地方債 94 通知預金 167 店舗等建替損失引当金 236 外国為替売買益 272 その他の支払利息 324 災害損失引当金繰入額

24 短期社債 95 別段預金 168 事業整理損失引当金 237 商品有価証券売買益 273 役務取引等費用 325 事業整理損失引当金繰入額

25 社債 96 納税準備預金 169 求償権償却引当金 238 国債等債券売却益 274 支払為替手数料 326 店舗移転関連費用

26 株式 97 定期預金 170 訴訟損失引当金 239 国債等債券償還益 275 その他の役務費用 327 周年記念事業関連費用

27 その他の証券 98 保証基金定期預金 171 災害損失引当金 240 金融派生商品収益 276 その他業務費用 328 店舗等建替損失

28 投資信託 99 定期積金 172 創立記念事業費用引当金 241 特殊証券等関係費補てん金 277 外国為替売買損 329 固定資産解体費用引当金繰入額

29 外国証券 100 その他の預金 173 廃止店外ＡＴＭ減損損失引当金 242 その他の業務収益 278 商品有価証券売買損 330 解決金

30 その他 101 譲渡性預金 174 解約違約金損失引当金 243 その他経常収益 279 国債等債券売却損 331

31 投資損失引当金A 102 債券 177 特別法上の引当金 244 貸倒引当金戻入益 280 国債等債券償還損 332 その他の特別損失

32 貸出金 103 債券発行高 178 金融先物取引責任準備金 245 償却債権取立益 281 国債等債券償却 333 税引前当期純利益

33 割引手形 104 コールマネー 179 証券取引責任準備金 246 信託元本補填引当金戻入益 282 債券発行費用償却 334 法人税、住民税及び事業税

34 手形貸付 105 売現先勘定 180 金融商品取引責任準備金 247 投資損失引当金戻入益 283 社債発行費償却 335 過年度法人税等

35 証書貸付 106 債券貸借取引受入担保金 181 その他の引当金 248 オフバランス取引信用リスク引当金戻入益 284 株式交付費償却 336 過年度法人税等戻入額

36 当座貸越 107 売渡手形 182 繰延税金負債 249 株式等売却益 285 金融派生商品費用 337 法人税等還付税額

37 代理貸付金 108 コマーシャル・ペーパー 183 再評価に係る繰延税金負債 250 株式関連金融派生商品収益 286 その他の業務費用 338 法人税等調整額

38 金融機関貸付 109 借用金 184 負ののれん 251 金銭の信託運用益 287 経費 339 法人税等合計

39 再預託金 110 再割引手形 185 債務保証 252 睡眠預金払戻損失引当金取崩額 288 人件費 340 当期純利益

40 外国為替 111 当座借越 186 負債の部合計 253 偶発損失引当金取崩額 289 物件費

41 外国他店預け 112 借入金 187 純資産の部 254 買取債権回収益 290 税金 340 （最終行）

42 外国他店貸 113 短期借入金 188 出資金 255 その他の経常収益 291 その他経常費用

43 買入外国為替 114 預託金 189 普通出資金 292 貸倒引当金繰入額

44 取立外国為替 115 外国為替 190 優先出資金 293 貸出金償却

45 その他資産 116 外国他店預り 191 その他の出資金 294 株式等売却損

46 未決済為替貸 117 外国他店借 192 資本剰余金 295 株式等償却

47 長期出資金 118 売渡外国為替 193 資本準備金 296 金銭の信託運用損

48 前払年金費用 119 未払外国為替 194 その他資本剰余金 297 株式関連金融派生商品費用

49 前払費用 120 短期社債 195 利益剰余金 298 債権売却損

50 未収収益 121 社債 196 利益準備金 299 貸出金売却損

51 未収還付法人税等 122 新株予約権付社債 197 その他利益剰余金 300 退職給付費用

52 先物取引差入証拠金 123 信託勘定借 198 圧縮積立金 301 その他資産償却

53 先物取引差金勘定 124 受託金 199 302 投資損失引当金繰入額

54 金融派生商品 125 その他負債 200 303 偶発損失引当金繰入額

55 金融商品等差入担保金 126 未決済為替借 201 304 睡眠預金払戻損失引当金繰入額

56 前払金 127 未払費用 202 305 ポイント引当金繰入額

57 未収金 128 給付補填備金 203 306 合併負担支援金

58 仮払金 129 未払法人税等 204 別途積立金 307 その他の経常費用

59 その他出資金 130 未払消費税等 205 特別積立金

65 その他の資産 131 未払事業所税 206 当期未処分剰余金

66 有形固定資産 132 未払諸税 207 繰越利益剰余金

67 建物 133 未払配当金 208 自己株式

68 土地 134 未払金 209 処分未済持分

69 リース資産 135 前受収益 210 会員勘定合計

70 建設仮勘定 136 払戻未済金 211 その他有価証券評価差額金

71 その他の有形固定資産 137 払戻未済持分 212 繰延ヘッジ損益

72 無形固定資産 138 職員預り金 213 土地再評価差額金

73 ソフトウエア 139 金融派生商品 214 評価・換算差額等合計

74 のれん 140 金融商品等受入担保金 215 新株予約権

75 リース資産 141 リース債務 216 純資産の部合計

76 ソフトウエア仮勘定 142 資産除去債務 217 負債及び純資産の部合計

77 その他の無形固定資産 143 仮受金

144 先物取引差金勘定勘定

149 その他の負債

150 代理業務勘定

DataBank＿BSPL_信金＆信組
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掲載項目(7/7)❖ ❶ DataBank ❷ DataBank_BIS ❸ DataBank_BSPL(信連)

6 ■　経営指標 6 １．貸借対照表 193 ２．損益計算書

8 ◇　主要な経営指標 7

28 ◇　利益総括表 8 資産の部 61 有形固定資産 114 代理業務勘定 195 経常収益 248 その他事業費用

39 ◇　業務純益 9 現金預け金 62 建物 115 その他負債 196 資金運用収益 249 融資保険料

42 ◇　資金運用収支の内訳 10 現金 63 構築物 116 給付補填備金 197 貸出金利息 250 支払助成金

69 ◇　利益率 11 預け金 64 器具備品 117 貸付留保金 198 預け金利息 251 外国為替売買損

74 ◇　貯貸率・貯預率・貯証率： 12 系統預け金 65 土地 118 未払法人税等 199 有価証券利息配当金 252 商品有価証券売買損

分母は「貯金+譲渡性貯金」 13 系統外預け金 66 リース資産 119 貯金利子税その他 200 コールローン利息 253 国債等債券売却損

14 コールローン 67 建設仮勘定 120 従業員預り金 201 買現先利息 254 国債等債券償還損

82 ■　貸出金に関する指標 15 買入金銭債権 68 その他の有形固定資産 121 金融派生商品 202 債券貸借取引受入利息 255 国債等債券償却

84 ◇　貸出金の金利条件内訳残高 16 商品有価証券 69 無形固定資産 122 金融派生商品等受入担保金 203 受入雑利息 256 債券発行費用償却

93 ◇　貸出金の担保別内訳残高 17 商品国債 70 借地権 123 仮受金 204 その他の受入利息 257 事業推進費

105 ◇　貸出金の業種別残高 18 商品地方債 71 ソフトウエア 124 リース資産債務 205 うち受取奨励金 258 債権管理費

126 ◇　リスク管理債権の状況 19 その他の商品有価証券 72 のれん 125 未払金 206 うち受取特別配当金 259 金融派生商品費用

138 ◇　金融再生法開示債権 20 金銭の信託 73 リース資産 126 資産除去債務 207 うち買入金銭債権利息 260 その他の事業費用

152 ◇　貸倒引当金 21 有価証券 74 ソフトウエア仮勘定 127 その他の負債 208 役務取引等収益 261 経費

22 国債 75 その他の無形固定資産 128 未払費用 209 受入為替手数料 262 人件費

157 ■　有価証券に関する指標 23 地方債 76 外部出資 129 前受収益 210 その他の受入手数料 263 物件費

159 ◇　種類別有価証券残高 24 政府保証債 77 系統出資 130 約定取引未決済借 211 その他の役務取引等収益 264 税金

170 ◇　種類別有価証券平均残高 25 金融債 78 系統外出資 131 未決済為替借 212 その他事業収益 265 その他経常費用

182 ◇　有価証券残存期間別残高 26 短期社債 79 子会社出資 132 諸引当金 213 受取出資配当金 266 貸倒引当金繰入額

279 ◇　有価証券時価 27 社債 80 前払年金費用 133 相互援助積立金 214 受取助成金 267 相互援助積立金繰入額

405 ◇　当該会計年度中に売却したその他有価証券 28 外国証券 81 繰延税金資産 134 賞与引当金 215 外国為替売買益 268 訴訟損失引当金繰入額

467 ◇　有価証券関係損益 29 株式 82 再評価に係る繰延税金資産 135 役員賞与引当金 216 国債等債券売却益 269 貸出金償却

482 ◇　有価証券利回り 30 その他証券 83 債務保証見返 136 退職給付引当金 217 国債等債券償還益 270 株式等売却損

509 ◇　自己資本比率（単体） 31 受益証券 84 貸倒引当金 137 役員退職慰労引当金 218 金融派生商品収益 271 株式等償却

32 投資証券 85 うち一般貸倒引当金 138 睡眠貯金払戻損失引当金 219 その他の事業収益 272 金銭の信託運用損

519 ■ 経費の内訳 33 貸出金 86 うち個別貸倒引当金 139 特例業務負担金引当金 220 うち受取出資配当金 273 その他の経常費用

34 割引手形 87 外部出資等損失引当金 140 環境対策引当金 221 その他経常収益 274 経常利益

541 ■ IRRBB:金利リスク 35 手形貸付 88 その他の引当金 141 固定資産撤去損失引当金 222 貸倒引当金戻入益 275 特別利益

36 証書貸付 89 資産の部合計 142 訴訟損失引当金 223 外部出資等損失引当金戻入益 276 固定資産処分益

554 ■ 退職給付債務残高など 37 当座貸越 90 負債の部 144 繰延税金負債 224 償却債権取立益 277 受入補助金

570 監査法人 38 代理貸付金 91 貯金 145 再評価に係る繰延税金負債 225 株式等売却益 278 固定資産撤去損失引当金戻入益

39 金融機関貸付 92 当座貯金 146 負ののれん 226 株式関連金融派生商品収益 279 その他の特別利益

572 ■ 有価証券時価の分解（単体） 40 再預託金 93 普通貯金 147 債務保証 227 金銭の信託運用益 280 特別損失

573 ● 取得原価∔その他有価証券評価差額 =有価証券残高 41 外国為替 94 貯蓄貯金 148 負債の部合計 228 その他の経常収益 281 固定資産処分損

574 42 外国他店預け 95 通知貯金 149 純資産の部 229 経常費用 282 減損損失

575 1. 基準月実績 43 外国他店貸 96 別段貯金 150 出資金 230 資金調達費用 283 外部出資等損失引当金繰入額 

576 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A 44 買入外国為替 97 納税準備貯金 151 うち後配出資金 231 貯金利息 284 その他の特別損失

592 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B 45 取立外国為替 98 定期貯金 152 普通出資金 232 給付補填備金繰入額 285 税引前当期利益

606 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B 46 その他資産 99 積立定期貯金 153 優先出資金 233 譲渡性貯金利息 286 法人税、住民税及び事業税

622 2. 前年比：12M_Ago 47 従業員貸付金 100 定期積金 154 回転出資金 234 287 過年度法人税住民税および事業税

623 ▼ 有価証券取得時残高（単体）A 48 差入保証金 101 その他の貯金 155 資本準備金 235 コマーシャル・ペーパー利息 288 過年度法人税等戻入額 

639 ▼ その他有価証券評価差額（単体）B 49 先物取引差金勘定 102 譲渡性貯金 156 再評価積立金 236 借用金利息 289 法人税等調整額

653 ▼ 有価証券残高（単体）C=A+B 50 金融派生商品 103 債券貸借取引受入担保金 157 利益剰余金 237 債券貸借取引支払利息 290 法人税等合計

51 金融商品等差入担保金 104 借用金 158 利益準備金 238 その他の支払利息 291 当期剰余金

668 （最終行） 52 仮払金 105 再割引手形 159 その他利益剰余金 239 うち支払奨励金 292 当期首繰越剰余金

53 未収金 106 当座借越 160 目的別積立金　※ 240 支払雑利息 293 積立金取崩額　※※

54 長期前払費用 107 証書借入金 161 特例特別積立金 241 その他支払手数料 294 当期未処分剰余金

55 その他の資産 108 短期借入金 162 特別積立金 242 新株予約権付社債利息 295 ※※　積立金取崩額明細

56 未収収益 109 外国為替 163 当期未処分剰余金 243 金利スワップ支払利息

57 前払費用 110 外国他店預り 164 うち当期剰余金 244 役務取引等費用 335 （最終行）

6 ▼ BIS概要 58 約定取引未決済貸 111 外国他店借 165 繰越利益剰余金 245 支払為替手数料

14 ▼ 自己資本比率（連結） 59 未決済為替貸 112 売渡外国為替 166 処分未済持分 246 その他の支払手数料

20 ▼ 自己資本比率（単体） 60 繰延消費税 113 未払外国為替 167 会員資本合計 247 その他の役務取引等費用

30 ▼ 所要自己資本～内部格付け手法 168 その他有価証券評価差額金
70 ▼ 所要自己資本～標準的手法 169 繰延ヘッジ損益

120 ▼ 信用リスクエクスポージャー期末残高 170 土地再評価差額金
125 ▼ 信用リスクエクスポージャー期末残高構成　％ 171 新株予約権
134 ▼ 3か月以上延滞エクスポージャー 172 評価・換算差額等合計
171 ▼　IRRBB１：銀行勘定における金利リスク(第2条第5項） 173 純資産の部合計
172 連結 174 負債及び純資産の部合計
192 単体 175 ※　目的別積立金明細

215 ▼　BIS第三の柱_バンキング勘定金利リスク

223 （最終行）

❸ DataBank_BSPL　信連❶ DataBank_信連

❷ DataBank_BIS_信連

※ 大項目で記載しています。小項目は、WEBページのsampleデータで確認できます

www.symphonys.co.jp/Granada_DL_Demo.htm
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ご採用ご活用事例
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A証券会社：
残存期間別残高を全金融機関確保
でセールス力発揮

導入目的は2つ
1. 顧客（＝地銀、Ⅱ地銀、信金）

へ決算分析情報を定期的に配布
している

• 正確・迅速・金融機関網羅性を実現
できる情報を求めていました

• DataBankⅡはいずれも実現。採用前
までは、情報収集元が多岐にわたっ
ていた

1. 営業情報の収集分析
• 有価証券取引情報を金融機関別に分

析
• 残存期間別残高、平均残存期間は主

要行から信金信組に至るすべての情
報をはじめて入手できた（どこにも
ない情報であった）重宝しています

• 業態別集計情報が獲得でき、営業戦
略立案にかかすことができない。
（全金融機関の明細情報はこれまで
確保ができず不可能でした）

B主要行法人営業部：
配下証券子会社と共有
データ分析に時間を傾斜

法人営業部は、支店と一体となって金融
機関への金融商品のセールスと地域金融
機関の経営指導を行っています

1. 顧客（＝地銀、Ⅱ地銀、信金）
との信頼関係は、データに始ま
りデータ（＝取引）で完結する

• 支店の営業職は、訪問前に有価
証券報告書やDiscloから当該顧
客の経営情報を収集、決められ
た書式に記載をしていました

• スキルのばらつきなどから精度
生産性に多くの問題を抱えてい
ました。誤記帳などで顧客から
お叱りも

2. 発想を変えました。データ記帳
ではなく分析に時間を。DataBank
は全情報が記載されています。それか
らのコピーで、分析に時間を使うこと
に

• データ分析の効率化を実現し、
顧客からの信頼も得ています

ご採用事例 1/3

f-GRANADA金融機関経営

比較DB&ソフトのユーザは
多岐にわたっています
使用目的方法も一意ではあ
りません

ご採用先のカテゴリーは以
下です

◼ 証券会社
◼ 主要行
◼ 信託銀行
◼ 地方銀行
◼ 政府系金融機関
◼ コンサルティングファーム

◼ 監査法人
◼ 金融機関システム構築ベンダー
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金融検査監査の現場に：
金融機関を分類し平均値と順位情
報を活用し判断

金融検査監査の現場では全金融機関データを
「分類」「編集」を当該機関の計数の妥当性
と問題点を浮き彫りにします

1. 分類の方法
• 業態別
• 規模別
• 地域特性別
• 上場非上場別
• 監査法人別

2. 分類ごとに編集する計数
• 平均値・合計値
• 当該行の分類カテゴリー内の順位

（遷移）

3. 着目点（＝ヒヤリング項目となる）
• 遷移計数（順位）が上方向か下方

向か。
• 業容計数vs増減率との関係
• 平均値乖離事由の探求

ご採用事例 2/3

D地方銀行：
競合行ひしめく地方中核都市では
他行動向を「早く」「深く」知る

西日本に本店を置くD行は同規模金融機関と
の競合が非常に熾烈です。さらに有力信金も
多く競合環境は熾烈をきわめています。

以下の特約をシンフォニーズと結んでいます
1. 競合行重点金融機関を10行指定
2. 決算短信発表24時間以内に結果をシン

フォニーズはデータを配信
短信のHPへのアップは夕刻です。当社はそれ
から入力作業し翌朝9時には配信を完了させ
ています（当サービスは当年4年を迎えまし
た）

金融機関が開示する情報の50％は短信です。
相当の情報を24時間で取得
その他の金融機関の財務情報は、開示後3～5
週間後配信

営業情報には鮮度と深みの追及が肝要です。
たった一点”勝つための加工情報のノウハウ
“を日々研鑽蓄積されています

シンフォニーズはこれらのノウハウを
SuiteBankで具現化しています

C地方銀行：
決算分析で他行比較業界順位遷移分
析を定例化

中堅に属する当行は、収益性生産性の課題を
長年かかえていました（OHRが高い、利ざや
が薄い、業容の進捗はすぐれているが）
経営企画部が気づいたことは
• 各部門間の現状認識がかならずしも一致

していない。これは共有すべき経営情報
がかならずしも十分ではなく一致してい
ない

• これだけがんばっているのだからいい
じゃないか。内向きの雰囲気が蔓延

Databankの情報とシンフォニーズ（外部）を
活用し、他行比較から自分たちの立ち位置を
知り、業界内順位のデータで強み弱みを分析
してはどうか

以下実行したこと
• 決算後、株主総会の前に役員と経営企画

部門で決算分析の場を設けた
1. 年2回開催（シンフォニーズが、問題提起

とコーディネーション）
2. 課題をあきらかにし、次年度到達点を明

確化
SuiteBankの全体構成は当該プロジェクトか
ら誕生しました
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金融機関システム構築ベンダー：
DataBank/SuiteBankをクラウド上に展
開しオンラインサービス

金融機関のシステム構築ベンダーでは、シンフォ
ニーズ提供データと分析テンプレートをクラウド
上に展開させオンラインサービスを実施していま
す

1. 顧客へのデータ配信サービス

• データベースダウンロード
• 任意金融機関を選択し比較分析

2. 社内でのシステム案件検討のための分析

• 管理会計・リスク管理構築の着地点を財
務データ等で検証

ご採用事例 3/3

E証券会社：
市場性資金のセールスに四半期
データは必須。DataBank_Q四半期
データを活用

外債とデリバティブセールスに
あっては、顧客の有価証券ポート
フォリオの変化と金利動向で評価
損益の変化をタイムリーに掴む態
勢が最も大事

1. 中間期決算期のデータでは遅
すぎるし鮮度が落ちるのも早
い

2. 四半期単位でデータ把握する
必要性を感じた

3. 有価証券時価情報を時価＝取得
時残高＋評価損益に分解しそれ
ぞれを3か月単位で増減推移を検
証している

4. 以上は、DataBank_Qでサポート
されている
• このデータは新鮮だった
• 取得時残高増減でポート構成異

動を分析できる
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